
別紙（諮問第８４号関係） 

 

第１ 審査会の結論 

 令和５年６月２３日付けの公文書開示請求（以下「本件開示請求」という。）に対して、

宮崎県知事（以下「実施機関」という。）が令和５年７月７日付けで行った公文書不開示決

定（存否応答拒否。以下「本件処分」という。）は妥当である。 

 

第２ 諮問事案の概要 

 １ 公文書開示請求 

 審査請求人は、実施機関に対し、以下の内容について本件開示請求を行った。 

(1) 令和５年４月２４日に実施された宮崎県精神医療審査会による○○○○氏の退院請求に

係る意見聴取の記録 

(2) 令和５年５月１０日に開催された宮崎県精神医療審査会による○○○○氏の退院請求に

係る審査の記録 

(3) 弁明書提出後、令和５年６月１６日に通知された○○○○氏の退院請求に係る審査結果

の根拠が記載された資料等 

 

 ２ 実施機関の決定 

 実施機関は審査請求人に対し、本件開示請求は個人名を挙げて行われており、本件対象公

文書の存否を答えること自体が、宮崎県情報公開条例（平成１１年宮崎県条例第３６号。以 

下「条例」という。）第７条第２号により保護しようとする個人の権利利益を侵害するため、 

条例第９条により当該公文書の存否を答えることはできないとして本件処分を行い、令和５

年７月７日付け公文書不開示決定通知書により通知した。 

 

 ３ 審査請求 

 審査請求人は、本件処分を不服として、令和５年８月１５日付けで審査請求（以下「本件

審査請求」という。）を行った。 

 

第３ 審査請求の内容 

 １ 審査請求の趣旨 

 本件審査請求の趣旨は、本件処分の取消しを求めるものである。 

 

 ２ 審査請求の理由 

 審査請求人が審査請求書で主張する本件審査請求の理由は、おおむね次のとおりである。 

(1) 医療保護入院の必要性を判断した精神保健指定医は、医療保護入院が否定された経緯を

知る権利がある。 

(2) 精神保健指定医が、当該患者の精神科病院への入院歴及び退院請求歴があることは既知

の事実であり、実施機関が、「特定の個人の精神科病院への入院歴及び退院等請求歴があ

るかどうかを明らかにすることにより、保護しようとする権利利益を侵害するため」とし

て公文書を不開示としたことは、非論理的である。 

 

 



第４ 審査請求に対する実施機関の説明 

 実施機関が、弁明書で主張する内容は、おおむね次のとおりである。 

(1) 本件開示請求は、個人の退院請求に関する情報を対象としており、これは広く一般に公

にされている又は公にすることが予定されている情報ではない。また、本件開示請求に係

る公文書の存否を答えること自体が、特定の個人の精神科病院への入院歴及び退院等請求

歴があることを明らかにするものである。 

  よって、条例第７条第２号により保護しようとする個人の権利利益を保護するために、

公文書の存否を含めて不開示とした。 

(2) 条例に基づく開示請求に対する開示の可否は、条例の規定に基づき判断されるものであ

り、当該情報が現に一般人が知り得る状態に置かれていない情報である限りは、不開示情

報に当たり、開示することができない。 

 

第５ 審査の経過 

 当審査会は本件審査請求について、以下のように審査を行った。 

年 月 日 審 議 の 経 過 

令和５年１１月２０日  諮問を受けた。 

令和６年 ４月２２日  諮問の審議を行った。 

令和６年１０月１５日  諮問の審議を行った。 

 

第６ 審査会の判断理由等 

 本件対象公文書は、精神科病院に入院中の患者が実施機関へ提出した退院請求に関し、精

神科病院に入院している精神障がい者の処遇等について審査を行う宮崎県精神医療審査会に

おいて審査した際の記録である。 

 実施機関は、本件対象公文書の存否を答えるだけで条例第７条第２号に該当する不開示情

報を開示することになるとして、条例第９条により本件処分を行っており、その妥当性につ

いて、当審査会は以下のとおり判断する。 

 １ 本件処分について 

(1) 条例第９条の該当性について 

 条例第９条では、開示請求に係る公文書が存在しているか否かを答えるだけで、不開示

情報を開示することとなるときは、実施機関は、当該公文書の存否を明らかにしないで、

当該開示請求を拒否することができるとされている。 

 また、条例第７条第２号は、基本的人権を尊重し、個人の尊厳を守る立場から、個人の

プライバシーを最大限保護するため、個人に関する情報は不開示とすることを定めたもの

である。 

 本件開示請求は、特定の個人名を明記した上で請求されていた。仮に、本件対象公文書

を開示若しくは存否を明らかにした上で不開示にすると、特定の個人が精神障がい者であ

るかどうか、精神科病院に入院しているかどうか及び退院請求をしたかどうかが明らかに 

なり、個人の権利利益を害することになるため、条例第７条第２号本文に該当する。また、 

ただし書に該当する情報もないと認められる。 

 よって、実施機関が条例第９条により本件対象公文書の存否を明らかにせず、不開示決

定を行ったことは妥当である。 



(2) 開示請求権について 

 条例に定める開示請求制度は、開示請求者が誰であるか、開示請求に係る公文書に記録

されている情報と利害関係を有しているかどうか等の個別的事情によって当該公文書の開

示決定等の結論に影響を及ぼすものではなく、何人にも同様の開示決定を行うこととされ

ている。 

 審査請求人は、自身が本件対象公文書の関係者であり、本件対象公文書に記録された特

定の個人に関する情報は、審査請求人にとって既知の情報であることを理由に開示を求め

ている。 

 しかしながら、本件対象公文書に記載された情報は一般に公にされている又は公にする 

ことが予定されている情報ではないため、実施機関が審査請求人の個別の事情に関わらず、 

条例の規定に基づき本件開示請求に対する判断を行ったことは妥当である。 

 

 ２ 結論 

 以上のことから、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 


